
 

【報告第３号】滝沢市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の専

決処分について 

 

滝沢市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案要綱   

 

第１ 改正の趣旨  

   地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２号）  

による地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の一部改正により平成３０年度から国

民健康保険における財政責任主体が市区町村から都道府県に移行することに伴い必要

となる滝沢市国民健康保険税条例（平成２５年滝沢村条例第２９号）の一部改正を行

っていなかったため、同条例の一部を改正するものである。  

   なお、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項及び市長の専決処

分事項の指定について（令和２年３月２７日議決）第８号の規定により専決処分とす

るものである。  

 

第２ 改正内容 

（１）国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に充てるために課税額を算定するこ

とと改めること。（第２条第１項関係）  

（２）必要な経過措置を規定すること。（附則第３項関係） 

（３）その他所要の整理をすること。（第２条第２項から第４項まで及び第５条関係）  

 

第３ 施行期日等  

（１）施行期日  

令和３年４月１日から施行すること。  

（２）適用区分  

改正後の第２条第１項の規定は、平成３０年度以後の年度分の国民健康保険税に

ついて適用し、平成２９年度以前の年度分の国民健康保険税については、なお従前の

例によることとすること。  

（３）経過措置  

   改正前の第２条第１項の規定にあっては、市独自に算出した必要経費に充てるため

に課税額を算定するとしていたところ、改正後の同項の規定にあっては、岩手県から

通知される国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に充てるために課税額を算

定すると課税額算定の根拠が変更となったことから、既に改正前の第２条第１項の規

定により賦課決定している平成３０年度から令和２年度までの間の国民健康保険税に

ついて、改正後の同項の規定により賦課決定されたものとみなす遡及の治癒規定を規

定すること。  

   なお、同期間内における課税額については、改正前の第２条第１項の規定により算

定しても改正後の同項の規定により算定しても同額となるものであるため、納税者へ

の直接的な影響はないものである。  



 

   滝沢市国民健康保険税条例の一部を改正する条例  

 滝沢市国民健康保険税条例（平成２５年滝沢村条例第２９号）の一部を次のように改正

する。  

 第２条第１項を次のように改める。  

  前条の者に対して課する国民健康保険税の課税額は、世帯主及びその世帯に属する国

民健康保険の被保険者につき算定した次に掲げる額の合算額とする。  

（１）基礎課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険に関する特別会計において負担

する国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）

の規定による国民健康保険事業費納付金（以下この条において「国民健康保険事業費

納付金」という。）の納付に要する費用のうち、岩手県の国民健康保険に関する特別

会計において負担する高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）

の規定による後期高齢者支援金等（以下この条において「後期高齢者支援金等」とい

う。）及び介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定による納付金（以下この条

において「介護納付金」という。）の納付に要する費用に充てる部分を除く。）に充

てるための国民健康保険税の課税額をいう。以下同じ。）  

（２）後期高齢者支援金等課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用（岩手県の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高

齢者支援金等の納付に要する費用に充てる部分に限る。）に充てるための国民健康保

険税の課税額をいう。以下同じ。）  

（３）介護納付金課税被保険者（国民健康保険の被保険者のうち、介護保険法第９条第２

号に規定する第２号被保険者であるものをいう。以下同じ。）につき算定した介護納

付金課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用

（岩手県の国民健康保険に関する特別会計において負担する介護納付金の納付に要す

る費用に充てる部分に限る。）に充てるための国民健康保険税の課税額をいう。以下

同じ。）  

 第２条第２項中「前項」を「前項第１号」に改め、同条第３項中「第１項」を「第１項  

第２号」に改め、同条第４項中「第１項」を「第１項第３号」に改め、「（国民健康保険  

の被保険者のうち介護保険法第９条第２号に規定する被保険者であるものをいう。以下同  

じ。）」を削る。  

 第５条第１号中「（昭和３３年法律第１９２号）」を削る。  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

 （適用区分）  

２ この条例による改正後の第２条第１項の規定は、平成３０年度以後の年度分の国民健

康保険税について適用し、平成２９年度以前の年度分の国民健康保険税については、な

お従前の例による。  

 （経過措置）  

３ 平成３０年度から令和２年度までの間において、この条例による改正前の第２条第１

項の規定により賦課決定された国民健康保険税については、この条例による改正後の同



 

項の規定により賦課決定されたものとみなす。  

 

 

 

 

 

  



 

滝沢市国民健康保険税条例の一部を改正する条例新旧対照表  

現   行  改 正 後  

（課税額）  （課税額）  

第２条 前条の者に対して課する国民健康

保険税の課税額は、世帯主及びその世帯

に属する国民健康保険の被保険者につき

算定した基礎課税額（国民健康保険税の

うち、国民健康保険に要する費用（高齢

者の医療の確保に関する法律（昭和５７

年法律第８０号）の規定による後期高齢

者支援金等（以下この条において「後期

高齢者支援金等」という。）及び介護保

険法（平成９年法律第１２３号）の規定

による納付金の納付に要する費用を除く

。）に充てるための国民健康保険税の課

税額をいう。以下同じ。）及び後期高齢

者支援金等課税額（国民健康保険税のう

ち、後期高齢者支援金等の納付に要する

費用に充てるための国民健康保険税の課

税額をいう。以下同じ。）並びに当該世

帯主及び当該世帯に属する国民健康保険

の被保険者のうち同法第９条第２号に規

定する被保険者であるものにつき算定し

た介護納付金課税額（国民健康保険税の

うち、同法の規定による納付金の納付に

要する費用に充てるための国民健康保険

税の課税額をいう。以下同じ。）の合算

額とする。  

第２条 前条の者に対して課する国民健康

保険税の課税額は、世帯主及びその世帯

に属する国民健康保険の被保険者につき

算定した次に掲げる額の合算額とする。
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（１）基礎課税額（国民健康保険税のうち

、国民健康保険に関する特別会計にお

いて負担する国民健康保険事業に要す

る費用（国民健康保険法（昭和３３年

法律第１９２号）の規定による国民健

康保険事業費納付金（以下この条にお

いて「国民健康保険事業費納付金」と

いう。）の納付に要する費用のうち、

岩手県の国民健康保険に関する特別会

計において負担する高齢者の医療の確

保に関する法律（昭和５７年法律第８

０号）の規定による後期高齢者支援金

等（以下この条において「後期高齢者

支援金等」という。）及び介護保険法

（平成９年法律第１２３号）の規定に

よる納付金（以下この条において「介

護納付金」という。）の納付に要する

費用に充てる部分を除く。）に充てる

ための国民健康保険税の課税額をいう

。以下同じ。）  
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（２）後期高齢者支援金等課税額（国民健

康保険税のうち、国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用（岩手県の

国民健康保険に関する特別会計におい

て負担する後期高齢者支援金等の納付



 

現   行  改 正 後  
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に要する費用に充てる部分に限る。）

に充てるための国民健康保険税の課税

額をいう。以下同じ。）  
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（３）介護納付金課税被保険者（国民健康

保険の被保険者のうち、介護保険法第

９条第２号に規定する第２号被保険者

であるものをいう。以下同じ。）につ

き算定した介護納付金課税額（国民健

康保険税のうち、国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用（岩手県の

国民健康保険に関する特別会計におい

て負担する介護納付金の納付に要する

費用に充てる部分に限る。）に充てる

ための国民健康保険税の課税額をいう

。以下同じ。）  

２ 前項＿＿＿の基礎課税額は、世帯主（

前条第２項の世帯主を除く。）及びその

世帯に属する国民健康保険の被保険者に

つき算定した所得割額並びに被保険者均

等割額及び世帯別平等割額の合算額とす

る。ただし、当該合算額が６３万円を超

える場合においては、基礎課税額は、６

３万円とする。  

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（

前条第２項の世帯主を除く。）及びその

世帯に属する国民健康保険の被保険者に

つき算定した所得割額並びに被保険者均

等割額及び世帯別平等割額の合算額とす

る。ただし、当該合算額が６３万円を超

える場合においては、基礎課税額は、６

３万円とする。  

３ 第１項＿＿＿の後期高齢者支援金等課

税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を

除く。）及びその世帯に属する被保険者

につき算定した所得割額並びに被保険者

均等割額及び世帯別平等割額の合算額と

する。ただし、当該合算額が１９万円を

超える場合においては、後期高齢者支援

金等課税額は、１９万円とする。  

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課

税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を

除く。）及びその世帯に属する被保険者

につき算定した所得割額並びに被保険者

均等割額及び世帯別平等割額の合算額と

する。ただし、当該合算額が１９万円を

超える場合においては、後期高齢者支援

金等課税額は、１９万円とする。  

４ 第１項＿＿＿の介護納付金課税額は、

介護納付金課税被保険者（国民健康保険

の被保険者のうち介護保険法第９条第２

号に規定する被保険者であるものをいう

。以下同じ。）である世帯主（前条第２

項の世帯主を除く。）及びその世帯に属

する介護納付金課税被保険者につき算定

した所得割額並びに被保険者均等割額及

び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、当該合算額が１７万円を超える場合

においては、介護納付金課税額は、１７

万円とする。  

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、

介護納付金課税被保険者          

                     

                     

    である世帯主（前条第２項の世帯

主を除く。）及びその世帯に属する介護

納付金課税被保険者につき算定した所得

割額並びに被保険者均等割額及び世帯別

平等割額の合算額とする。ただし、当該

合算額が１７万円を超える場合において

は、介護納付金課税額は、１７万円とす

る。  

（国民健康保険の被保険者に係る世帯別

平等割額）  

（国民健康保険の被保険者に係る世帯別

平等割額）  

第５条 第２条第２項の世帯別平等割額は

、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める額とする。  

第５条 第２条第２項の世帯別平等割額は

、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める額とする。  

（１）特定世帯（特定同一世帯所属者（国

民健康保険法（昭和３３年法律第１９

２号）第６条第８号の規定により被保

険者の資格を喪失した者であって、当

（１）特定世帯（特定同一世帯所属者（国

民健康保険法＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿第６条第８号の規定により被保

険者の資格を喪失した者であって、当
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該資格を喪失した日の前日以後継続し

て同一の世帯に属するものをいう。以

下同じ。）と同一の世帯に属する被保

険者が属する世帯であって同日の属す

る月（以下この号において「特定月」

という。）以後５年を経過する月まで

の間にあるもの（当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。）をいう。

次号、第７条の２及び第２３条におい

て同じ。）及び特定継続世帯（特定同

一世帯所属者と同一の世帯に属する被

保険者が属する世帯であって特定月以

後５年を経過する月の翌月から特定月

以後８年を経過する月までの間にある

もの（当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。）をいう。第３号、第

７条の２及び第２３条において同じ。

）以外の世帯 ２万６，４００円  

該資格を喪失した日の前日以後継続し

て同一の世帯に属するものをいう。以

下同じ。）と同一の世帯に属する被保

険者が属する世帯であって同日の属す

る月（以下この号において「特定月」

という。）以後５年を経過する月まで

の間にあるもの（当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。）をいう。

次号、第７条の２及び第２３条におい

て同じ。）及び特定継続世帯（特定同

一世帯所属者と同一の世帯に属する被

保険者が属する世帯であって特定月以

後５年を経過する月の翌月から特定月

以後８年を経過する月までの間にある

もの（当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。）をいう。第３号、第

７条の２及び第２３条において同じ。

）以外の世帯 ２万６，４００円  

（２）・（３）略  （２）・（３）略  

 


